
 

 

別記様式第１号（第６条関係） 
  

周南市デジタル技術活用地域経済活性化トライアル補助金交付申請書 
 

                                 年  月  日 
 
（宛先）周 南 市 長 
 
      （申請者（代表事業者）） 

所在地 

〒 
 

名称  

代表者肩書  

代表者名  

発行責任者名 （連絡先：       ） 

担当者名 （連絡先：       ） 

      ※発行責任者と担当者が同一の場合は、発行責任者名欄のみの記載で構いません。 
 
 
次のとおり、周南市デジタル技術活用地域経済活性化トライアル補助金の交付を申請します。 

 
 
１ 補助金交付申請額 

交付申請額                円 

 
２ 誓約事項（内容に相違がない場合は、チェックを入れてください。） 

□ 

①補助金交付要綱の趣旨や内容を理解し、各条文に従って事業を進めます。 

②申請の内容に虚偽や不正があると周南市が判断した場合は、補助金の返還

等、周南市の指示に従います。 

③補助対象者及び補助対象者の構成員は、周南市暴力団排除条例第２条第１

号及び第２号に該当しません。 

④補助対象者（中小企業者の代表者を含む）の市税の滞納がないことを誓約

し、本申請の審査に係る課税及び住民登録資料の調査、確認等を周南市が

行うことを承諾します。 
 
３ 補助金の請求方法（どちらかにチェックを入れてください。） 

□ 概算で請求します。 □ 実績報告後に請求します。 

 
４ 実施期間 

事業開始日  令和  年  月  日 

完了予定日  令和  年  月  日 

 
 
 
 



 

 

５ 実施体制 

共同事業体 構成事業者数：   者（うち中小企業者：  者、個人事業主：  者） 

業界団体等 □１団体  □２団体以上（団体数：  団体） 

 
 
６ 事業内容、事業予算 

実施項目 
（該当事業に○

を記入してくだ

さい） 

 (１)消費喚起や需要拡大を促進するための事業 

 (２)非対面型ビジネスモデルへの転換を促進するための事業 

 (３)市民の利便性向上や新しい生活様式の定着を促進するための事業 

 (４)その他の事業（                        ） 

事業概要  

事業内容 
予算額 

（消費税及び地方消費
税を除く。） 

調査事業  

円

実証事業  

円

上記予算額の合計 ：               円（消費税及び地方消費税を除く。） 

 

財源内訳 ： 市補助金          円 
 

     自主財源          円 

 
※添付資料 

共同事業体 
 □（１）事業計画書（別記様式第２号） 
□（２）収支予算書 

 □（３）市内で事業を行っていること及び事業者であることが確認できる書類 
（例：直近の法人税確定申告書（別表一）の写し及び法人事業概況説明書の写し、 

令和02年分所得税青色申告決算書の写し又は令和02年分収支内訳書の写しなど） 
 □（４）別に定める共同事業体確認書 
 □（５）相手方登録申請書及び振込先通帳の写し（カタカナで口座名義が記載された箇所）

（市会計課における支払い相手方に登録済又は申請済の場合は省略可） 
 
業界団体等 

□（１）事業計画書（別記様式第２号） 
□（２）収支予算書 
□（３）定款（規約、会則その他これらに類する書類）、総会資料などの活動内容が確認できる

資料、所在地記載の構成員名簿 
□（４）別に定める構成員数確認書（市内所在の構成員数が３以下の場合） 
□（５）別に定める共同申請確認書（２以上の団体が共同で申請する場合） 

 □（６）相手方登録申請書及び振込先通帳の写し（カタカナで口座名義が記載された箇所）
（市会計課における支払い相手方に登録済又は申請済の場合は省略可） 


